
 

 

 

令 和 ４事 務 年 度  法 人 税 等 の調 査 事 績 の概 要 
 

 令 和 ５ 年 1 1 月 

大 阪 国 税 局 

 

Ⅰ 調査事績の概要 

１ 法人税・法人消費税等の調査事績の概要 

２ 源泉所得税等の調査事績の概要 

Ⅱ 主要な取組 

 １ 消費税還付申告法人に対する取組 

２ 海外取引法人等に対する取組 

３ 無申告法人に対する取組 
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⑴ 法人税の調査事績の概要 

令和４事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・

悪質な不正計算が想定される法人など調査必要度が高い法人１２，６６０件

（前年対比１９４．４％）について実地調査を実施しました。 

このうち、法人税の非違があった法人は９，１９４件（同１８７．４％）、

その申告漏れ所得金額は１，０２２億２９百万円（同１３６．１％）、追徴税

額は２６７億９４百万円（同１５３．６％）となっています。 
（注）１ 令和４事務年度の調査事績は、令和４年２月１日から令和５年１月 31 日までの間に事業年度が終了した法人を対象に、令和４年７月から

令和５年６月までの間に実施した調査に係るものを集計しています。 

   ２ 法人税の調査には、消費税の申告義務がない納税者に対する調査を含みます。 

３ 追徴税額には、地方法人税及び加算税を含みます。 

○ 法人税の実地調査の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）調査による追徴税額には地方法人税が含まれています。 

 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

6,514 188.2 12,660 194.4
件 ％ 件 ％

4,907 172.6 9,194 187.4
件 ％ 件 ％

1,430 131.8 2,444 170.9
百万円 ％ 百万円 ％

75,086 96.4 102,229 136.1
百万円 ％ 百万円 ％

29,016 147.3 43,079 148.5
百万円 ％ 百万円 ％

17,448 95.5 26,794 153.6
百万円 ％ 百万円 ％

3,021 108.7 4,545 150.4
％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

22.0 ▲ 9.3 19.3 ▲ 2.7
千円 ％ 千円 ％

11,527 51.2 8,075 70.1
千円 ％ 千円 ％

20,291 111.7 17,626 86.9
千円 ％ 千円 ％

2,679 50.8 2,116 79.0

調 査 １ 件 当 た り の
11

追 徴 税 額 (6/1)

不 正 発 見 割 合 (3/1) ８

調 査 １ 件 当 た り の 申 告 漏 れ
９

所 得 金 額 (4/1)

不 正 １ 件 当 た り の
10

不 正 所 得 金 額 (5/3)

う ち 加 算 税 額 ７

非 違 が あ っ た 件 数 ２

うち不正計算があった件数 ３

申 告 漏 れ 所 得 金 額 ４

う ち 不 正 所 得 金 額 ５

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ６

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

実 地 調 査 件 数 １
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⑵ 法人消費税の調査事績の概要 

令和４事務年度においては、法人消費税について、１２，３０７件（前年

対比１９５．２％）の実地調査を実施しました。 

このうち、消費税の非違があった法人は６，９２２件（同１８２．７％）、そ

の追徴税額は１６８億８３百万円（同２４８．５％）となっています。 
 （注） 法人消費税の調査には、収益事業を行っていない公益法人など、法人税の申告義務がなく消費税のみの納税者（消費税固有の納税者）

に対しての消費税の単独調査を含みます。 
 

○ 法人消費税の実地調査の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 
 

⑶ 過去 20 年の法人税・法人消費税の追徴税額の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

6,304 187.6 12,307 195.2
件 ％ 件 ％

3,788 162.2 6,922 182.7
件 ％ 件 ％

1,133 127.3 1,960 173.0
百万円 ％ 百万円 ％

6,794 85.1 16,883 248.5
百万円 ％ 百万円 ％

3,866 221.0 4,690 121.3
千円 ％ 千円 ％

1,078 45.4 1,372 127.3
千円 ％ 千円 ％

3,412 173.6 2,393 70.1

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ４

非 違 が あ っ た 件 数 ２

うち不正計算があ った件数 ３

事務年度等 令和２ 令和３

実 地 調 査 件 数 １

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

不 正 １ 件 当 た り の
７

追 徴 税 額 (5/3)

うち不正計算に係る追徴税額 ５

調 査 １ 件 当 た り の
６

追 徴 税 額 (4/1)
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（税務署所管法人） （税務署所管法人及び調査部所管法人） 

法人税追徴税額    消費税追徴税額    調査１件当たりの追徴税額（法人税）    調査１件当たりの追徴税額（消費税） 

事務年度 
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令和４事務年度においては、１４，４６６件（前年対比１９３．９％）の源

泉徴収義務者について実地調査を実施しました。 

このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は４，１３８件（同

１７９．９％）で、その追徴税額は３４億７２百万円（同１１５．０％）、調査

１件当たりの追徴税額は２４万円（同５９．３％）となっています。 
 

○ 源泉所得税等の実地調査の状況 
事務年度等 

項 目 
令和３ 令和４ 

件 数 等 前年対比 件 数 等 前年対比 

源 泉 徴 収 義 務 者 数 （ 給 与 所 得 ） １ 
件 

535,182 
％ 

101.2 
件 

539,250 
％ 

100.8 

実 地 調 査 件 数 ２ 
件 

7,459 
％ 

179.0 
件 

14,466 
％ 

193.9 

非 違 が あ っ た 件 数 ３ 
件 

2,300 
％ 

158.0 
件 

4,138 
％ 

179.9 

 
う ち 重 加 算 税 適 用 件 数 ４ 

件 

282 
％ 

118.5 
件 

484 
％ 

171.6 

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ５ 
百万円 

3,020 
％ 

169.4 
百万円 

3,472 
％ 

115.0 

 
う ち 重 加 算 税 適 用 追 徴 税 額 ６ 

百万円 

929 
％ 

156.1 
百万円 

779 
％ 

83.9 

調 査 １ 件 当 た り の 追 徴 税 額 ７ 
万円 

40 
％ 

94.6 
万円 

24 
％ 

59.3 

（注）調査による追徴税額には加算税及び復興特別所得税が含まれています。 

 

 ○ 過去 20 年間の源泉所得税等の追徴税額の推移 
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令和４事務年度においては、消費税還付申告法人のうち、１，３３５件（前年対比 

１６６．９％）に対し実地調査を実施し、消費税７１億３０百万円（同１９６．３％）

を追徴課税しました。また、そのうち１７３件（同１２０．１％）は不正に還付金額

の水増しなどを行っており、１１億２百万円（同７６．９％）を追徴課税しました。 
 

○ 消費税還付申告法人に対する消費税の実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

800 175.1 1,335 166.9
件 ％ 件 ％

537 171.6 808 150.5
件 ％ 件 ％

144 200.0 173 120.1
百万円 ％ 百万円 ％

3,632 122.3 7,130 196.3
百万円 ％ 百万円 ％

1,434 625.7 1,102 76.9
千円 ％ 千円 ％

4,540 69.9 5,341 117.6
千円 ％ 千円 ％

9,956 312.9 6,369 64.0

不 正 １ 件 当 た り の
７

追 徴 税 額 (5/3)

うち不正計算に 係る追徴税額 ５

調 査 １ 件 当 た り の
６

追 徴 税 額 (4/1)

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ４

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

実 地 調 査 件 数 １

非 違 が あ っ た 件 数 ２

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ３

消費税還付申告法人に対し、 
総額７１億円を追徴 

（うち、不正還付１１億円） 

＜取組内容＞ 

  法人から提出された消費税還付申告書については、申告内容に応じて、還付金の

支払手続を保留した上で厳正な審査を行い、行政指導や実地調査を行うことで、消

費税不正還付の防止に努めています。 
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令和４事務年度においては、海外取引法人等に対する実地調査を２，７７９件（前

年対比１７１．４％）実施し、このうち、海外取引等に係る非違があったものを、 

４１６件（同１３３．３％）、海外取引等に係る申告漏れ所得金額を１７０億１６百万

円（同１０８．１％）把握しました。 

 

○ 海外取引法人等に対する実地調査の状況 
事務年度等 

項 目 
令和３ 令和４ 

件 数 等 前年対比 件 数 等 前年対比 

実 地 調 査 件 数 １ 
件 

1,621 

％ 

179.7 

件 

2,779 

％ 

171.4 

海 外 取 引 等 に 係 る 
非 違 が あ っ た 件 数 

２ 
件 

312 

％ 

116.9 

件 

416 

％ 

133.3 

 
う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ３ 

件 

34 

％ 

79.1 

件 

34 

％ 

100.0 

海 外 取 引 等 に 係 る 
申 告 漏 れ 所 得 金 額 

４ 
百万円 

15,746 

％ 

58.4 

百万円 

17,016 

％ 

108.1 

 
う ち 不 正 所 得 金 額 ５ 

百万円 

1,663 

％ 

254.3 

百万円 

1,516 

％ 

91.2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海外取引に係る申告漏れ所得、 
総額１７０億円を把握 
増加する輸出入取引や海外投資を行う法人については、 

課税上の問題点を幅広く把握し、厳正な調査を実施 

＜取組内容＞ 

  海外取引法人等に対し、幅広い視点で取引を把握するとともに、租税条約等に基

づく情報交換制度や共通報告基準（ＣＲＳ）に基づく自動的情報交換制度を活用す

るなど、様々な情報の分析を行うことで深度ある調査を実施しています。 
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 令和４事務年度においては、非居住者や外国法人に対する科学技術等に関する人的

役務提供事業の対価や工業所有権等の使用料等などの支払について、源泉所得税等の

課税漏れを１６７件（前年対比１３６．９％）把握し、３億３１百万円（同１４３．３％）

を追徴課税しました。 
 

○ 海外取引等に係る源泉所得税等の実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事務年度等 
項 目 

令和３ 令和４ 
件 数 等 前年対比 件 数 等 前年対比 

非 違 が あ っ た 件 数 １ 
件 

122 

％ 

200.0 

件 

167 

％ 

136.9 

調 査 に よ る 追 徴 本 税 額 ２ 
百万円 

231 

％ 

106.3 

百万円 

331 

％ 

143.3 

海外取引に係る源泉徴収漏れ、 

総額３億円を追徴 

＜取組内容＞ 

 経済の国際化に伴い、企業や個人による国境を越えた経済活動が複雑・多様化する中、
非居住者や外国法人に対する支払（非居住者等所得）について、国外送金等調書をはじ
めとした資料情報等を活用し、源泉所得税等の観点から、重点的かつ深度ある調査を実
施しています。 
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 令和４事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、事業を行って

いると見込まれる無申告法人に対し実地調査を実施し、法人税６億１１百万円（前年

対比６５．８％）、消費税１０億８９百万円（同１７１．３％）、合わせて１７億円

（同１０８．８％）を追徴課税しました。 

 このうち、稼働している実態を隠し、意図的に無申告であった法人に対し、法人税 

２億３３百万円（同５４．３％）、消費税８２百万円（同３７．４％）を追徴課税しま

した。 

○ 無申告法人に対する実地調査の状況 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
（注）調査による追徴税額には加算税、地方法人税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。 

 

件数等 前年対比 件数等 前年対比
件 ％ 件 ％

143 99.3 199 139.2
件 ％ 件 ％

17 188.9 16 94.1
百万円 ％ 百万円 ％

927 215.5 611 65.8
百万円 ％ 百万円 ％

429 561.9 233 54.3
件 ％ 件 ％

109 95.6 155 142.2
件 ％ 件 ％

11 220.0 15 136.4
百万円 ％ 百万円 ％

636 36.3 1,089 171.3
百万円 ％ 百万円 ％

221 911.1 82 37.4
百万円 ％ 百万円 ％

1,563 71.7 1,700 108.8
百万円 ％ 百万円 ％

650 650.0 315 48.5

事務年度等 令和３ 令和４
項　目

法
人
税

実 地 調 査 件 数 １

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ２

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ３

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 ４

消
費
税

実 地 調 査 件 数 ５

う ち 不 正 計 算 が あ っ た 件 数 ６

調 査 に よ る 追 徴 税 額 ７

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 ８

調 査 に よ る 追 徴 税 額 合 計 ９

うち不正計算があった法人に係る追徴税額 10

 

無申告法人に対し総額１７億円を追徴 
（うち、不正計算があった法人に係る 

追徴税額３億円） 

＜取組内容＞ 
 インターネット情報や登記情報などから無申告法人を的確に把握、管理するととも
に、稼働しているにもかかわらず無申告である法人に対して、重点的に調査を実施して
います。 


